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待機児童解消を担う、未来の保育士を始めとする            
286名の入社式を実施 

開催日時：2014 年 3 月 31 日（月）午前 9：30～11：30 

保育所運営の最大手 JP ホールディングス（名古屋市、山口洋 社長、東証 1 部）は、2014

年 3 月 31 日（月）の午前 9 時 30 分からホテルグランパシフィック LE DAIBA で、新卒者

を対象に、「平成 26 年度入社式」を実施します。 

  

今年４月１日入社予定の新卒者は、新卒保育士 201 名を始めとした 286 名です。当社では、

待機児童解消に向けた様々な政府の施策を追い風に、積極的に首都圏を中心とした全国での認可

保育所の開所並びに雇用拡大を図っており、今年は初めて北海道でも開所いたします。こうした

中、保育業界においては他事業者に先がけて、保育士が働きやすいように寮を完備し、全国

各地から首都圏での働き手を募っています。新卒保育士の出身エリアの内訳は、北海道 7 名、

東北 39 名、関東 89 名、中部 26 名、近畿 26 名、中国 4 名、九州 9 名、沖縄 1 名となります。

（3 月 24 日時点） 

新卒者は、OJT を通してすでに活躍しており、待機児童問題に直面している日本の未来の担

い手としての活躍に大きな期待を寄せています。 

入社式では、代表取締役 山口洋の新入社員への訓示とともに、新入社員代表として、京

都女子大学大学院 発達教育学研究科卒業の勝呂 沙織（ｽｸﾞﾛ ｻｵﾘ）が、入社にあたっての

熱き抱負を語ります。 

報道関係者の皆様にもお越しいただき、ご取材賜れますと幸いです。 

 

入社式 概要 

開催日時 2014 年 3 月 31 日（月）午前 9:30～11:30 【報道受付 9:15～】 

開催場所 
ホテルグランパシフィック ＬＥ DAIBA 

〒135-8701 東京都港区台場２−６−１ （最寄駅：ゆりかもめ「台場」駅直結） 

進行内容 

（予定） 

・開式 

・来賓祝辞 衆議院議員、前横浜市長 中田 宏様、元観光庁長官 溝畑 宏様（当社 顧問） 

・訓示 ㈱JP ホールディングス 代表取締役 山口洋 

・役員紹介 

・新入社員紹介 

・新入社員代表抱負  

京都女子大学大学院 発達教育学研究科 勝呂 沙織（ｽｸﾞﾛ ｻｵﾘ） 
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■2014年 4月 1日入社人数について 

４月１日には、入社式に参加する新卒者計 286名と、中途採用者 139名の計 425名が入社します。 
 

内訳 保育士 栄養士 学童指導員 企画職 体育講師 
リトミック

講師 
合計 

新卒 201 56 15 9 3 2 286 

中途 123 3 13 0    0    0 139 

※3 月 24 日時点の入社人数。現在も採用中のため、入社人数が変更することがございます。 

※太字枠の新卒者のみ、「平成 26 年度入社式」を行います。 

【保育士が働きやすい環境整備】 

・保育士を対象に、年間 200 コマを超える研修 

希望者に社会人マナーや保育の専門知識などを勉強できる環境を提供。一年目から参加でき

ます。 

・保育士のメンタルヘルスケアを定期的に実施 

年 1 回のセルフチェックに加え、カウンセラーによる電話相談等を行っています。 

 ・社員寮を完備 

東京都、神奈川県に、計 307 名分の社員寮を完備。セキュリティも万全です。地方から上京

する入社者に安心した職場環境を提供しています。 

■今年度中に、保育所 15か所を開園予定 

当社では、今年度中に新たに 15 カ所の保育所を開園し、定員 1,012 名のお子さまをお預か

りする予定です。現在運営している 133 カ所の保育所と合わせ、全 148 カ所の保育所で、定員

10,471 名のお子さまに当社保育所をご利用いただくこととなります。 
 

都 道 府 県 東京都 神奈川県 北海道  宮城県 大阪府 

開 所 数  4 5 1 2 3 

 

 

【ご参考】 待機児童数について 

厚生労働省は 2013 年 4 月 1 日時点での待機児童数は 2 万 2,741 人と発表しました。 

また、保育所定員は 4 万 9,000 人増加し 229 万人となり、これは平成 6 年の保育所入所待機児

童数調査以降、過去最高の増加数です。政府は 5 年間で潜在的なニーズを含め約 40 万人分の保育

の受け皿を確保する目標を掲げていますが、待機児童数は顕在化した数であり、潜在的な人数を含め

るといまだ 85万人とも言われています。 

 

 

 報道関係者様からのお問合せ先 

担当：秘書 田上・森山・前田 

TEL：03-5332-7888 

E-mail: shachoshitsu@jp-holdings.co.jp 


